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2018年12月期決算 サマリー： 

 

受注高：5,755憶円（前年度同一期間比＋694億円） 

売上高：5,091億円（同＋13億円） 

営業利益：324億円（同△41億円）、営業利益率6.4％ 

親会社株主に帰属する当期純利益：182億円（同△45億円） 

 

＜その他＞ 

 親会社株主に帰属する当期純利益の減益は、国内工場の閉鎖に関わる減損
や訴訟損失引当の追加計上などによる。 

 ドル円為替レートは111円30銭で前年度同一期間から円高。 
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2018年12月期決算 事業セグメント別： 

 

＜主なポイント＞ 

 受注高は3事業ともに大きく増加。 

 売上高は環境プラント事業が減収となるが、風水力事業、精密・電子事業
がカバーし、全体として増収。 

 営業利益は風水力事業が伸びず前年度同一期間を下回る。 
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2018年12月期決算 事業セグメント別（風水力事業）： 

 

受注高：3,262億円（前年度同一期間比＋173億円） 

売上高：3,089億円（同＋48億円） 

営業利益：87億円（同△53億円） 

 

＜受注高＞ 

 牽引したのはコンプレッサ・タービン事業。石油・ガス市場のダウンスト
リームにおける投資水準が回復基調に入り、中国やインドを中心に新規製
品の受注が増加。北米においてもサービス＆サポートの発注も増加。 

＜売上高＞ 

 主にコンプレッサ・タービン事業の受注拡大に伴う増加。 

 ポンプ事業は標準ポンプが国内・海外とも堅調。 

＜営業利益＞ 

 下期に複数の一過性の減益要因が発生。 

• （ポンプ事業）カスタムポンプの不具合対応やサービス＆サポートに
おける受注・売上が翌期への期ずれ。 

• （コンプレッサ・タービン事業）競合他社との厳しい価格競争の中で
戦略的受注が一部あり、損失引当金が増加。 

• （冷熱事業）国内冷却塔事業における工場統合の混乱や低採算案件の
売上などで収益性が低下。 
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2018年12月期決算 事業セグメント別（環境プラント事業）： 

 

受注高：1,069億円（対前年度同一期間比＋418億円） 

売上高：628億円（同△71億円） 

営業利益：49億円（同△０憶円） 

 

＜受注高＞ 

 DBO案件を1件、長期包括案件や延命化案件をそれぞれ複数受注したことに
加え、バイオマスの民需案件を１件受注。受注残も高い水準。 

 

＜売上高＞ 

 EPC案件が減少したことにより減収。 

 

＜営業利益＞ 

 前年度同一期間並の利益水準。 

• 減収に加え、下期に中国の製造子会社で一部事業撤退に伴う損失を計上。 

• オペレーション＆メンテナンスの売上高比率の上昇によるミックス改善。 
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2018年12月期決算 事業セグメント別（精密・電子事業）： 

 

受注高：1,406億円（前年度同一期間比＋103億円） 

売上高：1,357億円（同＋36億円） 

営業利益：185億円（同＋11億円） 

 

＜受注高・売上高＞ 

 半導体市場の設備投資は2018年の後半に減速がみられるものの、当社顧客
の設備投資はメモリ向けを中心に堅調でCMP事業、コンポーネント事業と
もに増加。 

 

＜営業利益＞ 

 過去最高益を計上。 

• 人件費や研究開発費などの固定費は増加。 

• 増収に加え、低採算の開発案件の売上が翌期へずれ込んだことによる。 
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2018年12月期決算 地域別売上構成： 

 

＜顧客の所在地別売上＞ 

アジア・北米市場向けに風水力事業の売上が増加。 

 今後も市場の成長が期待できる海外に注力していく。 



2018年12月期 財務状況： 

 

＜連結貸借対照表の主な増減＞ 

現預金：△286億円（対前年同一期間比） 

有利子負債：△354億円（同） 

 借入金の返済や社債の償還による。 
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2018年12月期 財務状況： 

 

＜連結キャッシュフローの状況＞ 

フリーキャッシュフロー：+186億円 

財務活動ＣＦ：△464億円 

 配当の支払いや自己株式の取得、有利子負債の返済により財務活動キャッ
シュフローは464億円のマイナス。キャッシュの増減としては277億円の
マイナス。 

 

＜投資の状況＞ 

資本的支出：193億円（対計画比△37億円） 

減価償却費：106億円（同△24億円） 

研究開発費：152億円（同+2億円） 

 資本的支出は標準ポンプの自動化ラインや精密コンポーネントの実験開発
棟をはじめポンプ事業、精密・電子事業を中心に193億円の支出。 
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2018年12月期 財務状況： 

 

＜経営指標＞ 

ROIC：4.9％ 

ROE：6.6% 

DEレシオ：0.28倍 （有利子負債の返済が進んだことによる） 

 

＜運転資本回転日数＞ 

売上債権回転日数：129日 

棚卸資産回転日数：83日 

 

＜株主還元＞ 

1株当たりの年間配当金：60円（期初計画から変更なし） 

自己株式の取得：49.99億円（取得完了） 

連結総還元性向：60.5％（予定） 
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2019年12月期 事業環境： 

 

＜風水力事業＞ 

 コンプレッサ・タービン事業がメインとしている石油・ガス業界のダウン
ストリームでは、石油化学・石油精製プラント向けの設備投資は少しずつ
案件が出てきてはいるものの、厳しい競争環境が継続する見込み。 

 ポンプ事業が中心となる建築設備関連は、海外、特に新興国の需要の伸び
に期待。 

 

＜環境プラント事業＞ 

 廃棄物処理施設などの公共インフラ向けが中心で、新規建設発注量は例年
並みで安定的。 

 

＜精密・電子事業＞ 

 前年の後半からの顧客の半導体設備投資の減速が継続しており、やや先行
き不透明な環境。 



2019年12月期 業績見通し： 

 

受注高：5,250億円（対前期比△505億円） 

売上高：5,250億円（同+158億円） 

営業利益：340億円（同+15億円） 

親会社株主に帰属する当期純利益：200億円（+17億円） 

 

 増収増益を見込む。 
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2019年12月期 業績見通し（セグメント別）： 

 

＜受注高＞ 

 風水力事業は前期を上回る見通し。 

 環境プラント事業と精密・電子事業は好調だった前期と比べると下回る見
通し。 

 

＜売上高・営業利益＞ 

 風水力事業と環境プラント事業で増収増益となる見通し。 

 

＜精密・電子事業＞ 

 積極的な研究開発投資を行い費用が先行するものの、二桁の利益率を維持
できる見込み。 
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2019年12月期 第2四半期の業績見通し： 

 

受注高：2,800億円 

売上高：2,580億円 

営業利益：135億円 

親会社株主に帰属する四半期純利益：80億円 
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2019年12月期 第2四半期の業績見通し（セグメント別）： 
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2019年12月期 事業セグメント別業績見通し（風水力事業）： 

 

受注高：3,300億円（対前期比+37億円） 

売上高：3,310億円（+220億円） 

営業利益：160億円（+72億円） 

 

＜受注高・売上高＞ 

 コンプレッサ・タービン事業の受注が昨年より継続して回復傾向。 

 ポンプ事業では、海外における標準ポンプの拡販やカスタムポンプのサー
ビス&サポート案件が増加する見込み。 

 

＜営業利益＞ 

 前期の下期に発生した複数の一過性の減益要因が今期はなくなる。 

 主に石油ガス市場向けのカスタムポンプとコンプレッサ・タービンの利益
改善が進むと見込み。 
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2019年12月期 事業セグメント別業績見通し（環境プラント事業）： 

 

受注高：680億円（対前期比△389億円） 

売上高：670億円（同+41億円） 

営業利益：55億円（同+5億円） 

 

＜受注高＞ 

 今期は例年並みとなる見通し。 

 

＜売上高＞ 

 手持ちの案件増加による。 

 

＜営業利益＞ 

 前期に比較的収益性の良いEPC案件が完工したことにより利益は減少する
が、手持ちのオペレーション&メンテナンス案件の売上増加に加え、前期
の一過性の費用が無くなるため、増益となる見通し。 
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2019年12月期 事業セグメント別業績見通し（精密・電子事業）： 

 

受注高：1,250億円（対前期比△156億円） 

売上高：1,250億円（同△107億円） 

営業利益：125億円（同△60億円） 

 

＜受注高＞ 

 半導体市場における設備投資の減速により減少する見通し。 

 

＜売上高＞ 

 上半期は期初受注残の積み上がりによって売上高は大きく減少しないと 
みているが、通期全体でみれば減収。 

 

＜営業利益＞ 

 減収に加え、固定費負担増などの影響もあり減益となる見通し。 



2019年12月期 財務状況の見通し： 

 

＜連結キャッシュフローの見通し＞ 

フリーキャッシュフロー：△68億円 

 精密・電子事業でドライ真空ポンプの自動化工場の設備投資を予定しており 
フリーキャッシュフローはマイナスとなる見込み。 

 運転資本の改善に努め、キャッシュは財務健全性の維持と成長投資に繋げ
る。 

 

＜投資の見通し＞ 

資本的支出：330億円（一番大きな投資はドライ真空ポンプの工場建設資金） 

減価償却：150億円（例年並み） 

研究開発費：140億円（精密・電子事業中心） 
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2019年12月期 株主還元の見通し： 

 

1株当たり年間配当金（予定）：60円 

自己株式の取得（予定）：7百万株もしくは150億円を上限とする 
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  事業別 受注高の内訳： 
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事業別 売上高の内訳： 
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事業別 営業利益の内訳： 
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中期経営計画「E-Plan2019」： 
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中期経営計画「E-Plan2019」： 
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2年目の振り返りと3年目の見通し： 

 

＜2年目となる2018年12月期の経営指標＞ 

ROIC：4.9% 

売上高営業利益率：6.4% 

 

 2019年12月期の計画では、E-Plan2019の目標には届かない見込み。 



2年目の振り返りと3年目の見通し（風水力事業）： 

 

＜2年目の振り返り＞ 

 3事業共に営業利益率の大きな改善は出来ず、風水力全体としても低い水
準。 

 

＜3年目の見通し＞ 

 目標である8.5％には届かない見込み。各施策を着実に実行し、早期の目
標達成を目指す。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（ポンプ事業）： 

 

＜2年目の振り返り＞ 

 外部環境は、遅れていた石油・ガス市場の回復が見られはじめたが、一方
で電力市場の縮小がみられるなど、カスタムポンプを中心に収益改善には
マイナスの影響を受けた。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（ポンプ事業の施策と進捗）： 

 

＜標準ポンプ＞ 

 各施策の進捗は順調で、効果についても顕在化。 

（効果が出ている施策） 

既存機種の統廃合 

新製品の継続的な市場投入 

国内事業の人員適正化 

 

＜カスタムポンプ＞ 

 「国内生産体制の構造改革」の施策の効果は出ている。 

 一方、「海外サービス&サポート事業の拡大」などの施策については進捗
はあるが、成果はまだ出ていない状況。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（ポンプ事業の海外展開の施策）： 

 

＜標準ポンプ＞ 

海外のシェア拡大・売上規模拡大を目指す。 

（具体的な施策） 

 海外向けのグローバル基幹製品の継続的な市場投入。 

 海外拠点と代理店のネットワークを使用した拡販の実施。 

 結果、建築設備市場向けを中心に海外売上高が増加。 

 

＜カスタムポンプ＞ 

サービス&サポート事業は益性の柱としていることから、海外拠点を強化。 

（具体的な施策） 

国内の営業や技術の人員を海外に派遣し、現地従業員の教育を行い、拠点 
の営業力や技術力を強化。 

2018年は中東、東南アジア、欧州などに派遣。 

 中東を中心にサービス&サポートの受注が増加。さらに、サウジアラビア
拠点にワークショップを開設し順調に受注活動を進めている。 

 

 E-Plan2019の3年目以降においても海外における施策を推し進め、売上
と利益を拡大させる。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（コンプレッサ・タービン事業）： 

 

＜2年目の振り返り＞ 

 主要市場である石油・ガス市場が回復局面である中、受注獲得に向けた激
しい価格競争が繰り広げられるなど、当社の営業利益率は低水準。 

（施策） 

製品事業では業務効率化やリードタイム縮減。 

サービス&サポート事業では包括的なサービス提案の実施や他社製品への
サービス体制強化を推進。 

 

＜3年目の見通し＞ 

 機能強化を行ったインド拠点も活用しながら収益性の向上に努める。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（冷熱事業）： 

 

＜2年目の振り返り＞ 

 成長を見込んでいた中国市場が引続き鈍化傾向にある中、価格競争や原材
料費の高騰などの影響を受けた。 

 国内工場の混乱など一過性のマイナス要因もあり、2年目の営業利益率は
低い水準。 

 

＜3年目の見通し＞ 

 E-Plan2019の営業利益率目標を下回る見通し。中国市場における競争力
のある製品の市場投入と、国内市場におけるサービス&サポート事業の強
化を進め、収益性の改善を図る。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（環境プラント事業）： 

 

＜3年目の見通し＞ 

 1年目にEPC案件の受注が計画に対して未達となり、営業利益率の目標達
成は遅れる見込み。 

 引続き以下の施策に取り組み、安定収益基盤の強化を図る。 

（施策） 

EPC案件の受注獲得に向けた非価格評価向上への取り組み。 

オペレーション&メンテナンスにおける受注業務範囲の拡大など。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（精密・電子事業）： 

 

＜2年目の振り返り＞ 

 精密・電子事業は外部環境の変化に対応するため、ドライ真空ポンプ
の自動組み立て工場や、開発・実験棟、修理工場の建設を進めるな
ど、持続可能な成長に向けた事業基盤づくりは順調に進捗。 

 

＜3年目の見通し＞ 

 一時的に外部環境の影響を受けるが、E-Plan2019の3年間では営業
利益率の平均は12％以上となり、計画を上回る見通し。 

 引続き各種施策を着実に実施し、開発投資などの先行投資も行いなが
ら、高い収益性を確保する。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し 

(主要なKPI（S&S事業の売上高）の推移）： 

 

 2年目は精密・電子事業、コンプレッサ・タービン事業の売上高が増加。 

 サービス&サポート事業の拡大に向けて各事業における施策を進め、需要
を確実に取り込む。 
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2年目の振り返りと3年目の見通し（経営指標の達成状況）： 

 



2年目の振り返りと3年目の見通し（財務戦略）： 

 

＜成長投資＞ 

 設備投資や研究開発は、標準ポンプ、ドライ真空ポンプの自動化工場の 
建設を中心に概ね順調。 

 M&Aは100億円の予算に対して計画どおり進んでいない。 

 

＜株主還元＞ 

 連結総還元性向30%以上の目標に対して2018年より自己株式の取得も 
実施しており、目標は超える見通し。 

 

＜有利子負債の返済＞ 

 財務健全性や投資の見通し、事業環境を勘案しながら資金を効果的に活用
する。 

 
 2年目で当社としては初の自己株式取得を実施。3年目も自社株式の取得
を予定するが、優先順位としては成長投資とする。 

 3年間の投資額は964億円となる見込み。 
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3年目に向けて： 

 

＜2年目の総括＞ 

 各事業における施策の進捗は概ね順調で、利益貢献もある。 

 各事業において外部環境の回復遅れや悪化、一時的な内部のマイナス要因
などがあり、目に見えた大きな収益性の改善には繋がらず。 

 

＜3年目に向けて＞ 

 E-Plan2019の目標の達成時期は遅れるが、引き続き施策を確実に進める。 

 （ROIC向上に向けた施策） 

 売上高営業利益率改善のための施策の確実な実施。 

 資本効率改善。 

 E-Plan2019の経営指標である「ROIC8.0％以上」に少しでも近づける 
ことで、2020年以降の成長に繋げる。 
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